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2012年度政府予算編成に関する要請書

　日ごろより市民生活の向上にむけ、ご尽力いただいている貴職に敬意を表します。

　さて、東日本大震災は、市民生活に甚大な被害をもたらし、今なお予断を許さない状況が続いています。国・地方が、総力をあげて被災地の迅速な復興に取り組むためにも、地方の安定的な運営を可能とする財源の確保が必要です。

　被災した自治体や避難者を受け入れている自治体には、被災者の生活再建にむけ、増大する財政需要への支援措置を講じるとともに、被災により大きな打撃を受けた日本経済全体の回復のためにも、福祉・社会保障分野におけるセーフティネットの確立、農林水産業の振興、自然エネルギーの普及など、地域での雇用創出が期待できる政策分野の強化が求められています。

　こうした観点から、2012年度政府予算編成においては、地方財政計画・地方交付税の充実・強化を行い、福祉、医療、環境など生活に直結する分野について、地方全体予算の拡大、重点配分がはかられるよう強く要請します。

（◎が重点課題）

記

◎1.　東日本大震災からの復興

　(１)　被災自治体において、復旧・復興に必要な財源を確保すること。

　(２)　避難住民を受け入れた自治体に対し、地方交付税とは別に財政支援を行うこと。

　(３)　被災した医療機関、介護保険施設、保育所等福祉施設の再建のため、財政面の支援を行うこと。

　(４)　被災地の復興を担う人材育成のために、長期的な視点で財源を確保すること。

　(５)　被災地の自治体立病院は、民間病院等のない地域に立地しているものも多く、被災状況も広域であり、全壊している病院も複数存在する。一日も早い復興をはかり、被災地の地域医療を確保していくために、阪神・淡路大震災を上回る復旧のための国費（国庫補助負担金）を投入するなど、全面的な措置を講じること。

　(６)　大震災の発生にともない、自治体立医療・福祉機関の耐震化をこれまで以上に推進していくことが求められており、適切な医療・福祉提供体制の維持がはかられるよう、施設の耐震化や補強等に対する支援を継続・拡充すること。

　　　　また、停電等による医療機能の停止やそれらにともなう医療事故を防止するため、自家発電設備整備への支援の拡充を講じること。

2.　震災復興に対応する地方財政の充実

◎(１)　国税・地方税の減収が見込まれることから、地方財源不足に対する財源確保にむけて、地方交付税法定率の引き上げを行い、2011年度予算と同様、地方交付税総額を確保すること。また、政府の「中期財政フレーム」で明記された通り、一般財源総額が2010年度を下回らないよう実質的に同水準を確保すること。

　(２)　経済・雇用危機への対応を強化するため、2001年以降、約6.8兆円削減されてきた地方財政計画の水準を復元し、2011年度予算と同規模水準を確保すること。とくに、雇用対策、福祉・医療などセーフティネットの構築、農林業振興策など、急増する自治体の一般行政経費を地方財政計画・地方交付税に的確に反映すること。

　(３)　地方単独事業は、保育所運営費等、法令等により義務付けられた事業や全国的に実施されている事業を含んでおり、削減は社会保障サービスの切り下げにつながることから、国として財源を確保するためにも、地方財政計画に計上し、地方交付税で措置すること。

　(４)　国が地方を通じて行わせる景気対策としての投資事業を実施する場合は、地方が抱える地方債残高、将来の元利償還金などを踏まえ、地方負担を増加させないよう十分な財政措置を行うこと。

　(５)　2010年度予算で一部復元された人口10万人未満市町村に対する段階補正と条件不利地域の市町村に対する人口急減補正を完全に復元すること。

　(６)　国と同様、地方の社会保障関係費は毎年、大幅な自然増となることから、地方財政計画に計上し、地方交付税および地方消費税の充実で財源を確保すること。

　(７)　市町村の一括交付金化にあたっては、社会保障・義務教育関係は対象から除外すること。また、一括交付金化しても当面は補助金総額を維持し、国負担（補助金）・地方負担あわせて、地方財政計画で財源を保障すること。

　(８)　国と地方の協議の場において、地方財政計画の策定や地方消費税への税源配分の検討、地方交付税の算定など、地方財政に自治体の意見を反映すること。

3.　地方分権に対応した税財政制度の抜本改革

◎(１)　国と地方の事務と責任に見合うよう国：地方の税収割合を当面５：５とし、税制改革の際には、所得税・消費税を中心に、税源移譲を進めること。また、今後、社会保障に関する地方負担分も拡大することから、消費税を引き上げる際は、地方消費税の充実をはかると同時に、地方交付税の引き上げを行うこと。

　(２)　所得税の累進度の強化や金融資産課税の強化など、所得・資産・消費・相続への総合的な課税により、社会保障を中心とした公共サービス拡充のための財源を求め、地方分権推進、所得再分配機能強化の視点で税制の抜本改革を進めること。

4.　地方公務員の総人件費抑制政策の見直し

◎(１)　地方自治体における行政サービス水準の向上と人的資源の回復のため、地方公務員の総人件費（定員・給与）抑制策を実施しないこと。

　(２)　技能労務職員と企業職員の給与について、憲法・法律で保障された労使交渉で決定する権利を尊重し、民間給与との単純比較に基づく抑制を行わないこと。

　(３)　人件費にかかる特別交付税の削減を行わないこと。

5.　社会保障政策の拡充

　(１)　高齢者福祉、児童福祉、障害者福祉、公的扶助、地域保健、地域医療などの福祉医療雇用関係予算の確保にむけて、高齢化や子育て支援、生活保護受給者の急増など、全世代対応型による福祉需要の拡大や自然増に応じた財源の確保と、給付の改善や職員の処遇改善にむけた予算の確保を行うこと。

　(２)　子育て支援、障害者福祉、高齢者福祉などの地方自治体の社会福祉関係施策の充実、増加する生活保護率への対処のため、福祉・保健・医療関係の単位費用の改善を行い、地方交付税の総額を維持するとともに、補助事業における補助費の引き上げを行うこと。

　(３)　年金や医療、介護保険などの各社会保険財政の強化と安定的な給付、社会保険の所得再分配機能を強化するため、各社会保険に対する公費負担を確保すること。

　(４)　地域医療の崩壊を防ぐため、病院事業にかかる地方交付税措置については、不採算地区病院、小児医療、救急医療、精神科医療、へき地医療、高度医療、周産期医療等について、その所要額の確実な確保や医師・看護師の確保対策を充実すること。

6.　環境政策の推進

　(１)　低炭素社会の実現と将来の雇用創出をはかるため、自然エネルギーの普及支援など、「グリーン・ジョブ」の推進に関する予算措置を拡大すること。また、自治体の環境行政の推進のための予算措置の確保を行うこと。

　(２)　持続可能な社会実現のため、環境税制を検討すること。ついては、地球温暖化対策を促進する税制を基本に、既存税制との整合性、税の使途等を明確化し、国民的な議論のもと検討を進めること。

　(３)　廃棄物処理法改正によるごみの不法投棄対策と罰則規程強化の実効性を確保するため、自治体における不法投棄監視要員の確保などの財源を拡充すること。

　(４)　地域に存在する水資源は公共財であることを定め、健全な水循環系を構築するために、過度な商品化を抑制し、流域を単位とした統合的な水管理をめざす「水基本法」を制定すること。また、広域連合制度を活用した「流域総合管理機構」（仮称）の創設にむけ、調査・研究の財政支援措置を講じること。

　(５)　地域の環境条件を活かした太陽光や風力、バイオマスなどの新エネルギーや燃料電池など再生可能エネルギーの普及にかかる財政支援措置を拡充すること。

7.　消費者行政の推進

　(１)　消費者庁関連法の附則・附帯決議を踏まえ、地方消費者行政を支える消費生活相談員の報酬改善と人員増員にかかる地方交付税措置のさらなる拡充を行うこと。

＜以下、個別課題の要請＞

1.　東日本大震災復旧・復興支援要請

　　東日本大震災で被災した自治体から、復旧・復興にむけた財政支援について、以下の点について要請いたします。

　(１)　被災自治体が自主的判断により復旧・復興事業を実施できる一括交付金制度を創設すること。

　(２)　被災者の要望に即した支援を行うため、早期に復興基金を創設すること。

　(３)　被災自治体への人的支援を進めるため、全国的な支援体制を確立するとともに、支援を行った自治体に対し、十分な財政支援を行うこと。

　(４)　被災した農林・水産関連施設の再建のため、財政面の支援を行うこと。

　(５)　被災者への公営住宅の無償提供など、災害救助法の適用を拡大し、経費については国が全額負担すること。

　(６)　公共交通機関が復旧するまで、スクールバス等代替交通機関にかかる経費については国が全額負担すること。

　(７)　全国の避難者について、避難元自治体による把握を可能とする情報システムを国の全額負担で構築すること。

　(８)　震災により休業・離職が危惧される労働者を救済するために、雇用に関する財政支援措置を講じること。

2.　教育関連

　(１)　公教育の無償化について

　　　①　義務制諸学校において給食費、教材費等の公費負担を実現すること。

　　　②　高校の給付型奨学金の拡充を行うこと。

　(２)　教職員人件費について

　　　　義務教育費国庫負担制度の検討にあたっては、税財源の移行措置をともなわない廃止・縮減は、単なる地方転嫁につながるため、絶対に行わないこと。

　　　　また、これらの検討については、教職員全体での検討を前提とし、学校事務職員のみの人件費一般財源化等を先行しないこと。

　(３)　学校事務職員の定数配置について

　　　①　都道府県立学校事務職員の定数算定にあたっては、安定した校務運営を保障するため、定数基準を最低３人とし、事務長を含む正規職員で賄えるよう予算を計上すること。

　　　②　義務制学校事務職員の定数改善にあたっては、就学困難な児童生徒にかかる加配を重点的に改善すること。とくに、自治体における準要保護児童生徒の認定時期を考慮した加配措置が行われるよう配慮すること。また、大規模校への複数配置基準を改善すること。

　　　③　東日本大震災による被災学校については、施設設備の復旧の長期化に備えるため、正規事務職員を加配するとともに、その定数を賄える予算を計上すること。

以　　上　　
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